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関西電力(株)高浜発電所３・４号機補助建屋機器ハッチ開閉装置の耐震性に関する申告につ

いて 

 

平成２５年７月４日 

原子力施設安全情報 

申 告 調 査 委 員 会 

 

 

１．申告の内容 

 

平成２５年３月７日、外部には匿名希望の者より、高浜原子力規制事務所所長あてに、

文書の郵送による情報提供が寄せられた。同所長は、翌日の３月８日にこの情報提供を原

子力施設安全情報申告調査委員会事務局（以下「事務局」という。）へ転送し、事務局は

これを受け付けた。情報提供の内容は、以下のとおり。 

 

○ 高浜発電所３、４号機の補助建屋機器ハッチ開閉装置（以下「本開閉装置」という。）

は、約１５年前に設置されたものであり、その当時の耐震検討が必ずしも十分ではなか

ったように思われる。 

 

○ 本開閉装置は、補助建屋各フロアに設けられた機器ハッチの自動開閉装置。機器ハッ

チ開口をまたいだ門型の電動機構が、ハッチカバー（パネル）を１枚ずつ吊してレール

を走行し、機器ハッチを自動開閉するもの。 

 

○ ハッチカバー吊り状態での本開閉装置の耐震計算をしてみると、転倒モーメントと自

重によるモーメントがつり合う時の水平地震加速度は、４５５ｇａｌとなる。故に、本

開閉装置は、水平地震加速度４５５ｇａｌ（震度５強）以上になると不安定となり転倒

する。また、ハッチカバーを吊っていない状態での本開閉装置の耐震計算をしてみると、

転倒モーメントと自重によるモーメントがつり合う時の水平地震加速度は、４２１ｇａ

ｌとなる。故に、本開閉装置は、水平地震加速度４２１ｇａｌ（震度５強）以上になる

と不安定となり転倒する。以上のことから、高浜発電所の基準地震動５５０ｇａｌ（注１）

を満足していないことが分かった。 

本開閉装置は、原子炉稼働に関係なく使用されるものであり、これが転倒してハッチ

開口から転落すると重大災害になるため、開閉方式変更などの対策が必要。 

 

○ ハッチカバー段積み状態での耐震計算をしてみると、転倒モーメントと自重によるモ

ーメントがつり合う時の水平地震加速度は、７６２ｇａｌとなる。故に、ハッチカバー

は、水平地震加速度７６２ｇａｌ（震度６弱）以上になると不安定となり転倒する。 
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２．本申告案件に関する法令上の規制について 

 

（１）法令上の規制の内容について 

 

実用発電用原子炉の事業用電気工作物の設置に係る耐震性の規制については、電気

事業法（昭和３９年法律第１７０号。以下「同法」という。）第４７条（工事計画の

認可）注２又は第４８条（工事計画の届出）注２において定められている（なお、平成２

５年７月８日以降は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和

３２年法律第１６６号）第４３条の３の９又は第４３条の３の１０において規定）。

その条文による必要な要件等は、発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令

（昭和４０年通産省令第６２号）等注２により定められている。 

 

（２）法令上の該当性について 

 

本開閉装置は、同法第４７条又は第４８条の対象となっていない。 

したがって、本件は、原子力施設の安全規制に関する法令の規制の対象となってい

ないことから、違法性はない。 

 

 

３．安全性に関する調査及びその結果（関西電力（株）からの報告内容） 

 

（１）安全性に関する調査 

 

上記「２．本申告案件に関する法令上の規制について」のとおり、本件は、原子力

施設の安全規制に関する法令に違反する事案ではないものの、念のため、現状での具

体的な施設の安全性について丁寧に確認しておく観点から、本開閉装置の設置状況、

耐震上の安全対策、耐震性の評価を行うために、原子力施設安全情報申告調査委員会

（以下「委員会」という。）は、平成２５年３月２８日に、本情報提供内容を申告案

件として受理することを決定し、事務局に対し、任意で調査を行うよう指示した。 

 

（２）調査結果 

 

 事務局は、委員会からの指示に基づき、関西電力(株)に任意による報告を求めた。

その結果概要は以下のとおり。（報告内容は、別添参照） 

 

① 設置状況 

  本開閉装置は、資機材の搬出入のための区画に設置され、資機材搬出入の用途の
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みで使用される。本開閉装置は「門」型の構造となっており、片側で２つの車輪と

１つの駆動用の歯車により接地し、両側では計６点で支持されている。 

 

② 耐震上の安全対策 

本開閉装置の駆動用の歯車が、移動のためのレールと噛み合っており、走行方向、

走行方向に直行する方向の双方とも拘束された状態である。また、本開閉装置の４

個の車輪は、両側にツバを有し、レールを挟み込む形状となっている。 

 

③ 耐震性の検証 

本開閉装置等が転倒する地震力について、保守的に厳しい条件の下、３つの視点

より評価を行ったが、いずれにおいても基準地震動に対して裕度を有する結果とな

った。 

 

 

４．原子力規制庁としての評価 

 

 本件は、原子力施設の安全規制に関する法令の対象ではなく、同法上の問題は生じない。 

その上で、関西電力(株)に対して任意の調査を行ったところ、耐震性の検証を含め不適

切な点はなく、報告内容の現状の安全性に対する疑義はなかった。 

 

 

５．申告委員会としての結論 

 

 本件は、原子力施設の安全規制に関する法令の対象ではなく、また、安全性についても

事務局の報告を確認・精査したところ、関西電力（株）の調査方法・手段及び調査内容に

ついて合理性が認められるものであり、現状の安全性について問題は認められない。 
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【別添：関西電力（株）の報告】 

 

１．本開閉装置の設置状況について 

 

本開閉装置は、平成６～１０年にわたり順次、高浜発電所３号機及び４号機の原子炉補

助建屋のＥＬ．４．０ｍ、１０．５ｍ、１７．５ｍ、２４．５ｍ、３２．８ｍの床開口部

各１箇所に設置されており、３、４号機各々に５箇所、計１０箇所設置されている。本開

閉装置は、床開口部（約４．０ｍ四方）を板状の蓋で開閉する電動の装置。本開閉装置及

び設置場所は、関西電力（株）から提供された「別紙」の図を参照。 

 

本開閉装置は、電動機（ブレーキ付きギヤードモーター）により自動的に走行する。電

動機からの動力は、先端にピニオンギア（車輪上の歯）が取り付けられた棒状の駆動軸を

介し、このピニオンギアを回転させる。他方、本開閉装置が設置されている床面には２本

の走行レールが敷かれ、このレールの外側にはラック（直線状の歯）が取り付けられてお

り、ピニオンギアが、ラックと噛み合わされ、ピニオンギアがラックの表面で回転するこ

とにより走行する。 

ピニオンギアは、片側の車輪２個の間に位置する。したがって、本開閉装置は、片側２

つの車輪及び１つのピニオンギアの計３点、両側とあわせて計６点で支持されている。ま

た、ピニオンギアとラックが噛み合わさることで、走行方向、走行方向に直交する方向の

双方とも、拘束された状態になっている。以上から、本開閉装置は、容易に転倒し難い構

造となっている。 

本開閉装置を走行させる４個の車輪については、車輪の両側にツバを有し、レールを挟

み込む形状となっている。 

本開閉装置の周囲には、高さ約１．０ｍ程度の金属製の柵が、危険防止の確保の観点に

より設置されている。 

 

本開閉装置の設置場所は、原子炉補助建屋での定期検査工事等の際、資機材を搬出入す

るための区画となっており、資機材の搬出入以外の目的で使用されることはない。床開口

部は、その資機材を搬出入するための通路となる。資機材は、最上階に設置されているク

レーンで吊り上げられ、目的に応じて各階に上げ下ろして運搬される。 

本開閉装置の設置場所は、開放された通路に面しており、本開閉装置と通路及び周囲の

壁との距離は約１．０ｍ。床開口部の直下の場所において、設備等の設置はない。 

本開閉装置の設置場所を使用しない時は、常に床開口部の蓋が閉められた状態にされ、

人が立ち入らないよう、管理されている。 

 

関西電力（株）は、本開閉装置の使用者に対し、本開閉装置の使用中及び床開口部を開

いている時においては、常時監視人を配置するよう義務づけている（関西電力（株）によ

る自主規制）。更に、本開閉装置の使用時は、周囲に手摺、柵により区画を行うことによ
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り、みだりに人が立ち入らないよう制限するするとともに、本開閉装置の作動時には、チ

ャイムによる警戒音及びパトライト点灯により、周囲に注意を促している。 

本開閉装置は、使用中の緊急時において停止する非常停止機能を有する。 

 

２．耐震性の検証 

 

今回、関西電力（株）は、本開閉装置の耐震性について、「高浜発電所３，４号機補助

建屋機器ハッチ開閉装置の簡易評価（以下「簡易評価」という。）」と称する検証を行っ

ている。 

関西電力（株）は、「「原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC 4601-2008）」に基づく

Ｓクラス機器の評価においては、基準地震動Ｓｓを入力として建屋の地震応答解析（建屋

モデルに基準地震動Ｓｓを入力し、機器据付位置における建屋の応答値を求める方法）を

行い、機器据付位置における水平方向、鉛直方向の地震力を算出し、さらにそれらの地震

力を用いて評価対象機器の詳細な応答解析（機器をモデル化して固有値を解析し、機器の

据付け位置における設計用床応答スペクトルを用いて、モデル各部位の加速度等を求める

方法）を実施し、強度評価を行っている。一方、今回の簡易評価においては、機器ハッチ

開閉装置が門型の単純な構造であるため、装置の固有周期に一致する建屋の水平方向及び

鉛直方向の応答値を地震力と仮定して、強度評価を実施したものである。今回の簡易評価

は、あくまでひとつの試みとして、どの程度の耐震強度を有しているのかについて一定の

検証を行い、評価したものである。」と説明している。 

関西電力（株）は、地震力が最も厳しくなる補助建屋最上階（ＥＬ．３２．８ｍ）にお

ける地震力が、「どの程度の値になった時、本開閉装置又は蓋が、転倒、落下するおそれ

があるのか」という視点に立ち、検証している。検証内容は、以下のとおり。 

この検証により算定された補助建屋最上階における水平方向地震力は、５．０９Ｇ（水

平方向加速度にすると４９９３．２９ｇａｌ）、鉛直方向地震力は、１．７４Ｇ（鉛直方

向加速度にすると１７０６．９４ｇａｌ）。 

 

（１）本開閉装置の転倒の可能性に係る検証 

 

① ピニオンギア駆動軸の折損についての検証 

 

関西電力（株）は、本開閉装置のピニオンギア駆動軸が折損する加速度を評価する

ことにより、本開閉装置の転倒可能性を検証している。検証内容は、以下のとおり。 

 

イ）検証の前提等 

 

基準地震動（Ｓｓ）より算定された補助建屋最上階における最も厳しい地震力

がピニオンギア駆動軸に作用した場合、ｎ倍まで耐えうるか検証する。この地震
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力が水平方向及び鉛直方向においてｎ倍作用した時、ピニオンギア駆動軸に作用

する引張応力が、ピニオンギア駆動軸の許容限界に達する値を求める。水平方向

と鉛直方向には、同倍率で作用するものとする。 

ピニオンギア駆動軸の材質は、Ｓ４５Ｃ（機械構造用炭素鋼鋼材）であること

から、JIS G 4051(1979)を基に、本材質の許容限界（引張応力）を５７０Ｎ／ｍ

ｍ２とする。 

地震力における水平地震力と鉛直地震力による荷重の組み合わせ法は、二乗和

平方根（SRSS）法を適用。（JEAC 4601-2008） 

 

ロ）本検証に係る各数値 

 

・水平方向地震力（C1）：５．０９ｎＧ（ｎは何倍かを示す定数） 

・鉛直方向地震力（C2）：１．７４ｎＧ（ｎは何倍かを示す定数） 

・本開閉装置の重量（Wb）：１０００ｋｇ 

・重力加速度（g）：９．８１ｍ／ｓ２ 

・水平方向地震加速度（αH）：４９．９３ｎｍ／ｓ２（C1×g） 

・鉛直方向地震加速度（αV）：１７．０７ｎｍ／ｓ２（C2×g） 

・支点から重心までの平面距離（鉛直）（L1）：１１５３ｍｍ 

・支点から重心までの平面距離（水平）（L2）：２０７ｍｍ 

・支点から重心までの最長平面距離（L3）：１１７２ｍｍ（ 22 21 LL ） 

・ピニオンギア駆動軸の直径：２０ｍｍ 

 

ハ）本検証の内容（算式等） 

                  

 

本開閉装置の重心位置にかかる水平方向と鉛直方向を合わせた荷重Ｗαは、水

Wｂ×ｇ 

ピニオンギア 
車輪 支点 F 

L1 

L2 

走行レール 

ピニオンギア駆動軸 

× 

重心位置 

L3 

Wα：（地震力における組み合わせ荷重） 
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平地震力と鉛直地震力による荷重の組み合わせ法による二乗和平方根（SRSS）法

を用いる。 

nNVWbHWbW 32.52767)()( 22  ・・・① 

（Ｗαは、重心にかかる地震力（水平方向＋鉛直方向）） 

 

Ｗαが、図のようにピニオンギア駆動軸に作用した場合、片側の車輪を支点と

し、機器ハッチ開閉装置は、反時計回りに回転しようとする。その際、ピニオン

ギアが固定した状態であることから、回転しないように駆動軸には図中の張力Ｆ

の力が働き、結果、回転モーメントはつり合うこととなる。 

これを算式にすると、 

Wb×g×L2＋Ｆ×L2×２  ＝  Ｗα×L3 （機械工学便覧）・・・② 

復元モーメント（時計回り）  転倒モーメント（反時計回り） 

 

張力Ｆについては、 

 Ｆ ＝ Ｓ４５Ｃの許容限界 × ピニオンギア駆動軸の断面積 

 

算式①、②よりｎを求めると、１．２３となる。 

したがって、ピニオンギア駆動軸の折損に必要とされる地震力の大きさは、基

準地震動（Ｓｓ）より算定された補助建屋最上階における最も厳しい地震力に対

し、約１．２倍の裕度を有する。 

 

② ピニオンギアの損壊についての検証 

 

ピニオンギア駆動軸は、ピニオンギアを介し、床面との間で拘束されていることか

ら、地震発生時、ピニオンギア駆動軸が折損する前に、ピニオンギアが損壊するとす

れば、ピニオンギア駆動軸の折損を待たずして、本開閉装置は転倒することとなる。

したがって、関西電力（株）は、ピニオンギアの耐震性についても検証している。 

検証方法については、ピニオンギア駆動軸の折損についての検証方法と同様の方法

を用いている。検証内容は、以下のとおり。 

Ｓ４５Ｃ（機械構造用炭素鋼鋼材）を材質とするピニオンギアの許容限界（曲げ荷

重）は、機械工学便覧を基に、２８３５１．８４Ｎとしている。 
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地震時にかかる力は、以下の図のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）接線荷重：ピニオンギアとラックは円周上で接触しており、ピニオンギア駆動軸から伝

達した力が、ピニオンギアとラックの接線部にかかる。 

 

他方、上記「２．（１）①ハ）本検証の内容（算式等）」の算式①より、本開閉装

置の重心に係る荷重は、 

Ｗα＝５２７６７．３２ｎＮ 

 

接線荷重Ｆについては、 

Ｆ ＝ Ｗα／２ ＝ ２６３８３．６６ｎＮ 

 

２６３８３．６６ｎ＝２８３５１．８４より、ｎ＝１．０７となり、ピニオンギア

の損壊に必要とされる地震力の大きさは、基準地震動（Ｓｓ）より算定された補助建

屋最上階における最も厳しい地震力に対し、約１．１倍の裕度を有する。 

 

（２）蓋の落下についての検証 

 

関西電力（株）は、蓋の落下の可能性についても、本開閉装置の転倒の可能性に係

る検証と同様の検証方法を用い、検証している。検証内容等は、以下のとおり。 

 

イ）検証の前提等 

 

蓋は、下図のように、位置決めピンと位置決めピン穴により水平方向への動きが制

限されている。 

地震が発生した場合、位置決めピンと位置決め穴の接触面にて、水平方向と鉛直方

向の荷重が働くこととなるが、組み合わせた荷重としては、水平上向きに約２０°（下

記「２．（２）ロ）本検証の内容（算式等）」を参照。）となることから、ほぼ水平

方向に働くと考えられる。 

蓋の位置決めピンが折損した時に蓋が落下すると仮定し、地震により位置決めピン

にかかるせん断応力と、位置決めピンの許容限界（せん断応力）を比較することによ

地震加速度：αｃ、αｓ

接線荷重：Ｆｃ、Ｆｓ
＊ピニオンギアとラックはイメージ

地震加速度：αｃ、αｓ

接線荷重：Ｆｃ、Ｆｓ
＊ピニオンギアとラックはイメージ

 

地震加速度：α 

接線荷重（※）：F 

ピニオンギア 

ラック 
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り、検証を行うこととする。 

蓋の材質は、ＳＳ４００（一般構造用圧延鋼）であることから、「発電用原子力設

備規格 設計・建設規格（JSME NC1-2005/2007 追補版）」を参考に、本材質の許容

限界（せん断応力）を２３０Ｎ／ｍｍ２とする。 

地震力における水平地震力と鉛直地震力による荷重の組み合わせ法は、二乗和平方

根（SRSS）法を適用。（JEAC 4601-2008） 

 

 
 ・蓋の重量（Wc）：５００ｋｇ 

 

ロ）本検証の内容（算式等） 

 

組み合わせ荷重の水平方向からの角度θ 

87.18tan 1 　　　　
HWc
VWc

 ≒ 20° 

よって、水平上向きに約２０°となる。したがって、組み合わせた荷重は、ほぼ水

平方向に働くと考えられる。 

 

蓋にかかる水平方向と鉛直方向を合わせた荷重Ｗβは、水平地震力と鉛直地震力に

よる荷重の組み合わせ法による二乗和平方根（SRSS）法を用いる。 

nNVWcHWcW 66.26383)()( 22  

 

せん断応力については、 

Ｗβ／位置決めピンの断面積 ＝ 約２４．８６ｎＮ／ｍｍ２ 

 

２４．８６ｎ＝２３０より、ｎ＝９．２５となり、蓋の位置決めピンの折損に必要

とされる地震力の大きさは、基準地震動（Ｓｓ）より算定された補助建屋最上階にお

ける最も厳しい地震力に対し、約９．３倍の裕度を有する。 

 

 

位置決めピン穴：Φ=30[mm] 位置決めピン：Φ=26[mm] 

蓋 
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（参考１） 
日付 調査等の経緯 

平成２５年 
３月８日 

・ 高浜原子力規制事務所所長あてに、外部には匿名希望の者からの文

書の郵送による情報提供が寄せられ、同所長より、事務局へ転送さ

れる。同日、事務局はこれを受け付け。 
３月２８日 ・ 委員会を開催し、本件を申告案件として受理した上で調査方針を決

定。 
・ 委員会から事務局に対し、本件に係る事実関係についての調査を行

うよう指示。 
３月２９日 ・ 事務局から関西電力（株）に対し、本件に係る事実関係の調査の上、

報告するよう依頼。 
４月５日 ・ 関西電力（株）から事務局に対し、本件に係る事実関係についての

報告あり。 
・ この報告について、事務局から関西電力（株）に対し、追加の報告

をするよう依頼。 
４月１２日 ・ 関西電力（株）から事務局に対し、４月５日に依頼した件について

の報告あり。 
・ この報告について、事務局から関西電力（株）に対し、追加の報告

をするよう依頼。 
４月１７日 ・ 関西電力（株）から事務局に対し、４月１２日に依頼した件につい

ての報告あり。 
４月１８日 ・ 関西電力（株）から事務局に対して行われた４月１７日の報告つい

て、事務局から関西電力（株）に対し、追加の報告をするよう依頼。 
４月２３日 ・ 本委員会において、本件申告に係る調査結果等を踏まえた事務局か

らの報告について審議。 
・ 委員会から事務局に対し、調査の継続を指示。 

５月１３日 ・ 関西電力（株）から事務局に対し、４月１８日に依頼した件につい

ての報告あり。 
・ この報告について、事務局から関西電力（株）に対し、追加の報告

をするよう依頼。 
５月２３日 ・ 関西電力（株）から事務局に対し、５月１３日に依頼した件につい

ての報告あり。 
６月４日 ・ 本委員会において、本件申告に係る調査結果等を踏まえた事務局か

らの報告について審議。 
７月４日 ・ 本委員会において、本件申告に係る調査結果等を踏まえた最終報告

書について審議の上、報告書の公表を決定。 
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（参考２） 
注釈番号 注釈内容 

注１ 
 

基準地震動とは、耐震指針により、その策定が義務づけられたものであ

り、その指針において「発電用原子炉施設（以下「施設」という。）の耐

震設計において基準とする地震動」とされている。基準地震動は、「敷地

周辺の地質・地質構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地か

ら施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があり、施設

に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適切なものとして

策定しなければならない」とされ、本耐震指針において、この地震動を基

準地震動Ｓｓといっている。 
 
高浜発電所の基準地震動Ｓｓは、水平方向５５０ｇａｌ、鉛直方向３６

７ｇａｌとの評価が妥当とされている。 

注２ ●電気事業法 

 

（工事計画）  

第四十七条 事業用電気工作物の設置又は変更の工事であつて、公共の安

全の確保上特に重要なものとして主務省令で定めるものをしようとする

者は、その工事の計画について主務大臣の認可を受けなければならない。

ただし、事業用電気工作物が滅失し、若しくは損壊した場合又は災害そ

の他非常の場合において、やむを得ない一時的な工事としてするときは、

この限りでない。  

２ 前項の認可を受けた者は、その認可を受けた工事の計画を変更しよう

とするときは、主務大臣の認可を受けなければならない。ただし、その

変更が主務省令で定める軽微なものであるときは、この限りでない。  

３ 主務大臣は、前二項の認可の申請に係る工事の計画が次の各号のいず

れにも適合していると認めるときは、前二項の認可をしなければならな

い。  

一 その事業用電気工作物が第三十九条第一項の主務省令で定める技

術基準に適合しないものでないこと。  

二 事業用電気工作物が一般電気事業の用に供される場合にあつては、

その事業用電気工作物が電気の円滑な供給を確保するため技術上適切

なものであること。  

三 特定対象事業に係るものにあつては、その特定対象事業に係る第四

十六条の十七第二項の規定による通知に係る評価書に従つているもの

であること。  

四 環境影響評価法第二条第三項 に規定する第二種事業（特定対象事

業を除く。）に係るものにあつては、同法第四条第三項第二号 （同条
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第四項 及び同法第二十九条第二項 において準用する場合を含む。）の

措置がとられたものであること。  

４ 事業用電気工作物を設置する者は、第一項ただし書の場合は、工事の

開始の後、遅滞なく、その旨を主務大臣に届け出なければならない。  

５ 第一項の認可を受けた者は、第二項ただし書の場合は、その工事の計

画を変更した後、遅滞なく、その変更した工事の計画を主務大臣に届け

出なければならない。ただし、主務省令で定める場合は、この限りでな

い。  

 

第四十八条  事業用電気工作物の設置又は変更の工事（前条第一項の主

務省令で定めるものを除く。）であつて、主務省令で定めるものをしよう

とする者は、その工事の計画を主務大臣に届け出なければならない。そ

の工事の計画の変更（主務省令で定める軽微なものを除く。）をしようと

するときも、同様とする。  

２ 前項の規定による届出をした者は、その届出が受理された日から三十

日を経過した後でなければ、その届出に係る工事を開始してはならない。 

３ 主務大臣は、第一項の規定による届出のあつた工事の計画が次の各号

のいずれにも適合していると認めるときは、前項に規定する期間を短縮

することができる。  

一 前条第三項各号に掲げる要件  

二 水力を原動力とする発電用の事業用電気工作物に係るものにあつ

ては、その事業用電気工作物が発電水力の有効な利用を確保するため

技術上適切なものであること。  

４ 主務大臣は、第一項の規定による届出のあつた工事の計画が前項各号

のいずれかに適合していないと認めるときは、その届出をした者に対し、

その届出を受理した日から三十日（次項の規定により第二項に規定する

期間が延長された場合にあつては、当該延長後の期間）以内に限り、そ

の工事の計画を変更し、又は廃止すべきことを命ずることができる。  

５ 主務大臣は、第一項の規定による届出のあつた工事の計画が第三項各

号に適合するかどうかについて審査するため相当の期間を要し、当該審

査が第二項に規定する期間内に終了しないと認める相当の理由があると

きは、当該期間を相当と認める期間に延長することができる。この場合

において、主務大臣は、当該届出をした者に対し、遅滞なく、当該延長

後の期間及び当該延長の理由を通知しなければならない。 

 
 
 
 



15 
 

●発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 

 

第五条 原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される

蒸気タービン及びその附属設備は、これらに作用する地震力による損壊

により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設しなければならない。 

２ 前項の地震力は、原子炉施設ならびに一次冷却材により駆動される蒸

気タービンおよびその附属設備の構造ならびにこれらが損壊した場合に

おける災害の程度に応じて、基礎地盤の状況、その地方における過去の

地震記録に基づく震害の程度、地震活動の状況等を基礎として求めなけ

ればならない。 
 
 
●発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の解釈について 

 

第５条（耐震性） 

 

１ 耐震性の評価については、施設の重要度に応じて適用される地震力に

対し、地震時にも敷地周辺の公衆に放射線の影響を与えないとの観点か

ら、 

① 地震による事故発生の防止 

② 原子炉の安全停止 

③ 炉心崩壊熱の除去 

④ 事故時に必要な設備の健全性の保持 

等に必要な設備の機能維持又は構造強度の確保を解析等により確認する 

こと。 

 

２ 原子力安全委員会「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平

成１８年９月１９日原子力安全委員会決定）」（以下「新耐震設計審査指

針」という。）に適合すること。具体的な評価手法については、「「発電用

原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成１８年９月１９日原子力安

全委員会決定）に照らした「発電用原子力設備に関する技術基準を定め

る省令」第５条への適合性に関する審査要領（内規）」（平成２０年４月

２３日付け平成 20・04・21 原院第 3 号）によること。 

なお、原子力安全委員会「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指

針（昭和５３年９月策定、昭和５６年７月一部改訂、平成１３年３月一

部改訂）」（以下「旧耐震設計審査指針」という。）を適用して設置又は

設置変更が許可された発電用原子力設備については、旧耐震設計審査指

針に適合すること。具体的な評価手法については、日本電気協会電気技
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術指針「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG4601-1987）、同補「原

子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許容応力編」（JEAG4601-1984）

及び「原子力発電所耐震設計技術指針（追補版）」（JEAG4601-1991）に

よること。 

また、新耐震設計審査指針又は旧耐震設計審査指針のいずれも適用せ

ず設置又は設置変更が許可された発電用原子力設備については、重要な

建物・構築物及び機器・配管系の耐震安全性が評価され、その結果に基

づいて、資源エネルギー庁がとりまとめた「指針策定前の原子力発電所

の耐震安全性（平成７年９月）」において旧耐震設計審査指針の考え方

に照らしても耐震安全性が確保されていると判断されていること。 

 
 
●発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 
 
【施設の耐震設計上の重要度分類】 

①Ｓクラス 
自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直接関

係しており、その機能そう失により放射性物質を外部に放散する可能

性のあるもの、及びこれらの事態を防止するために必要なもの、並び

にこれらの事故発生の際に外部に放散される放射性物質による影響

を低減させるために必要なものであって、その影響の大きいもの 
②Ｂクラス 

上記において、影響が比較的小さいもの 
③Ｃクラス 

Ｓクラス、Ｂクラス以外であって、一般産業施設と同等の安全性を

保持すればよいもの 
 

【各クラス別の耐震設計に関する基本的な方針】 
①Ｓクラスの各施設 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が保持できる

こと。また、以下に示す弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は以下

に示す静的地震力のいずれか大きい方の地震力に耐えること。 
②Ｂクラスの各施設 

以下に示す静的地震力に耐えること。また、共振のおそれのある施

設については、その影響についての検討を行うこと。 
③Ｃクラスの各施設 

以下に示す静的地震力に耐えること。 
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【地震力の算定法】 
①基準地震動 Ss による地震力 

基準地震動 Ss による地震力は、基準地震動 Ss を用いて、水平方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定されなけ

ればならない。 
②弾性設計用地震動 Sd による地震力 

弾性設計用地震動 Sd は、基準地震動 Ss に基づき、工学的判断に

より設定する。また、弾性設計用地震動 Sd による地震力は、水平方

向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定されな

ければならない。 
③静的地震力 

静的地震力の算定は以下に示す方法によらなければならない。 
ⅰ）建物・構築物 

水平地震力は、地震層せん断力係数 Ci に、次に示す施設の重

要度分類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて

算定するものとする。 
Ｓクラス 3.0 
Ｂクラス 1.5 
Ｃクラス 1.0 
ここで、地震層せん断力係数 Ci は、標準せん断力係数 Co を

0.2 とし、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求

められる値とする。 
Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に

不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は、震度

0.3 を基準とし、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮

して求めた鉛直震度より算定するものとする。ただし、鉛直震度

は高さ方向に一定とする。 
ⅱ）機器・配管系 

各耐震クラスの地震力は、上記ⅰ）に示す地震層せん断力係数

Ci に施設の重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平震度と

し、当該水平震度及び上記ⅰ）の鉛直震度をそれぞれ 20％増しと

した震度より求めるものとする。 
なお、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで

作用するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。 
 


